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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年６月20日に提出いたしました第67期（自 平成16年３月21日 至 平成17年３月20日）の有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき、本訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

注記事項 

関連当事者との取引 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   を付して表示しております。 

  

 



第一部【企業情報】 
  

第４【提出会社の状況】 
  

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

  （訂正前） 

 当社は、経営方針や戦略の多方面からの検討を目的として、社外取締役１名（緒方四十郎）、社外監査役２名（石田 敬輔［株

式会社 写真化学 代表取締役会長兼社長］、石角 完爾［千代田国際経営法律事務所 代表弁護士］）を招聘している。幅広い知

識、経験を持つ社外の人材が取締役会に参加する事によって、経営判断の質、透明性の向上を図ると共に、経営監視機能の強化

を図っている。なお、社外役員の専従スタッフは配置していないが、各業務の担当部署が適宜対応している。社外役員は、いず

れも非常勤で、当社との資本的関係又は取引関係その他の利害関係はない。 

  

  （訂正後） 

 当社は、経営方針や戦略の多方面からの検討を目的として、社外取締役１名（緒方四十郎）、社外監査役２名（石田 敬輔［株

式会社 写真化学 代表取締役会長兼社長］、石角 完爾［千代田国際経営法律事務所 代表弁護士］）を招聘している。幅広い知

識、経験を持つ社外の人材が取締役会に参加する事によって、経営判断の質、透明性の向上を図ると共に、経営監視機能の強化

を図っている。なお、社外取締役及び社外監査役の専従スタッフは配置していないが、各業務の担当部署が適宜対応している。

社外取締役及び社外監査役は、いずれも非常勤で、当期末において、緒方四十郎が3,000株、山本 浩三が1,000株（平成17年６月

退任）及び石田 敬輔（平成17年６月就任）が1,046株それぞれ当社株式を保有している。また、石角 完爾が代表弁護士を務める

千代田国際経営法律事務所とは顧問弁護士契約を締結し、必要に応じ法律面のアドバイスを受けている。当社とはその他利害関

係はない。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

注記事項 

【関連当事者との取引】 

  （訂正前） 

前連結会計年度（自 平成15年３月21日 至 平成16年３月20日） 

 該当事項はなし。 

  

当連結会計年度（自 平成16年３月21日 至 平成17年３月20日） 

 該当事項はなし。 

  

  （訂正後） 

前連結会計年度（自 平成15年３月21日 至 平成16年３月20日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

不動産賃借取引については、近隣の取引実勢等に基づいて決定している。 

  

当連結会計年度（自 平成16年３月21日 至 平成17年３月20日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていない。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

不動産賃借取引については、近隣の取引実勢等に基づいて決定している。 

  

  

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 

堀場 厚 － －
当社代表取
締役社長 

（被所有）
直接 0.4 

－ －
不動産の賃
借 

1,950 未払金 600

石田 耕三 － －
当社取締役
副社長 

（被所有）
直接 0.1 

－ －
不動産の賃
借 

1,008 － －

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 

堀場 厚 － －
当社代表取
締役社長 

（被所有）
直接 0.4 

－ －
不動産の賃
借 

1,950 － －

石田 耕三 － －
当社取締役
副社長 

（被所有）
直接 0.1 

－ －
不動産の賃
借 

1,008 － －
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